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１．自治労道本部2011国民春闘方針（討議案）

１　2011春闘期における情勢の特徴

（１）経済と雇用をめぐる情勢
①　2010年11月の月例経済報告によれば、景気はこのところ足踏み状態となっていますが、海外経済や為替相場の影響により景気がさらに悪化するリスクがあります。経営側は、バブル崩壊以降、株主圧力の強まり、グローバル化によるアジア諸国とのコスト競争等を理由として総人件費の抑制を続けており、賃金は1997年から就業形態計で12.3％も下落しています。（「毎月勤労統計」現金給与総額（年平均、５人以上））この人件費削減偏重のスタンスは非正規労働者の増大、個人消費の低迷等を招き、結果として低成長から脱せない状況が続いています。このようなやり方をこれ以上続ければ、低成長とデフレという負のスパイラルから日本経済は抜けきることはできず、近い将来は所得はより一層減少局面を迎えてしまい、日本経済は立ち直りの機会さえも失わなければならないといえます。
②　2010年9月の完全失業者数は340万人と、４か月連続で減少しており、雇用情勢は最悪の状況を脱したといえます。しかし、完全失業率は5.0％と依然高止まりしており、とくに若年層（15～24歳）の完全失業率は8.3％と依然厳しく、来春卒業予定の大学生の就職内定率（10月１日時点）は57.6％と過去最悪の状況です。
③　2010年７～９月期は個人消費が上向きましたが、消費喚起政策による一時的なものとみられており、内需の自律回復までには至っておらず、10～12月期の個人消費は大幅に落ち込むとみられています。内需拡大をはかり、低成長とデフレから抜け出すためにも、早急に家計と企業のバランスの歪みを修整し、労働組合として、正規労働者への配分は勿論のこと、この間もっとも大きなしわ寄せのあった非正規労働者の雇用と賃金をはじめとした労働者への適正な配分を取り戻す運動を進めなければなりません。
（２）公務員制度改革に向けた課題と情勢
　2011年の通常国会に労働基本権回復を含む国公法改正案が提出される予定です。地方公務員の労働基本権の在り方についても、2009年６月に成立した国家公務員制度改革基本法によるスケジュールで進めば、新制度は2013年４月より措置される予定となっており、準備期間はあと２年しか残されていません。新しい労使関係のもとでは、交渉によって締結される労働協約を基本に、賃金・労働条件が決定されることとなりますが、この間自治体単組および民間単組では交渉力の低下が指摘されています。新しい公務労使関係制度の開始を見据え、「要求－交渉－妥結」のサイクルを確立することが喫緊の課題であり、労使関係の改革と春闘を中心とした総合的な生活改善の取り組みを連動させながら推進していくことが重要です。
（３）臨時・非常勤等職員をめぐる情勢
①　自治労が2008年に実施した「臨時・非常勤等職員の実態調査」報告によると、臨時・非常勤の総数は60万人に上ると推定されます。その中で、勤務時間が正規職員と全く同じ職員は、全国平均で28.4％、町村に至っては、47.1％に達しています。多くの自治体では、正規職員と同様の業務を担う臨時・非常勤等職員も少なくはないにもかかわらず年収200万を超える者は多く見積もっても全体の２割程度しかいないという状況です。北海道においては、こうした全国的な傾向とほぼ変わらない情勢と考えられますし、財政の事情がより厳しい自治体も数多くあることから、事態はもっと深刻な状況であると認識する必要があります。
②　2010年10月、片山総務大臣は、非正規職員の問題は深刻だと述べたうえで、「非正規化が進んだ背景には総務省の指導もあったと思う」と国の責任に言及しました。官製ワーキングプアをめぐって、国会で質疑が行われ、11月17日には相原参議院議員を先頭に自治労組織内・協力議員団の努力により民主党「官製ワーキングプア」問題解決促進議員連盟が設立されました。「官製ワーキングプア」といわれる自治体臨時・非常勤等職員の処遇改善を早急に具体化するため、議論だけにとどめない具体的な取り組みを実践していかなければなりません。これらは、臨時・非常勤等職員のみの課題ではなく、組織強化や協約締結権回復後の労使関係のあり方を含む自治労全体の課題として位置づけ直し、しっかりと全単組で取り組む必要があります。
③　道本部は、組織強化・拡大の基本的課題として、自治体の臨時・非常勤等職員の組織化を2010年度の最重点課題に位置付け、室蘭市職労・士別市職労・函館市職労の３単組を重点単組に指定して、本部臨時・非常勤等職員組織化重点単組会議での組織化の情報交換や研修、道本部組織拡大推進室による重点単組への様々な支援を行ってきました。

　室蘭市職労では、2009年度から２年間の取り組みで、組織化対象者250人中、嘱託職員78人を組織化し、2010年11月25日には嘱託職員協議会を結成して、同月30日には副市長との要求書提出団体交渉を実施しました。また、重点単組以外でも、森町職労で36人の臨時・嘱託職員が組織化されました。
（４）公共サービスをめぐる情勢
　2009年９月に千葉県野田市で公契約条例が制定されたことを受けて、公契約条例制定をめざす機運は高まっているといえます。コスト削減のみを目的とした自治体業務のアウトソーシングと、それにともなう公共サービスの質の劣化や劣悪な処遇、不安定な雇用を許さず、公共サービスの質の確保と、それを支えるすべての労働者の処遇確保・公正労働を求め、自治体最低賃金の確立、入札改革、公契約条例制定の取り組みが必要です。公共サービス基本法の趣旨を現実のものとしていくため、公共サービス基本条例の制定も合わせた、具体的な取り組みにつなげていく必要があります。
（５）道内の経済・雇用情勢
①　北海道内の経済概況について、総括的には「依然として厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみられる」と評され、企業倒産件数や負債額についても非常に悪化していた昨年を下回っています。しかし、残念ながら生産活動においては足踏み感が見られる状況にあります。よって、北海道経済戦略のキーワードである「健康・環境・観光・ＩＴ」に添った早期の施策展開及び、それらとリンクするしっかりとした雇用戦略が求められます。
②　また、道内における雇用情勢は、前期(7-9月)完全失業率は5.0％、10月の有効求人倍率は0.45倍となり、昨年１月から20ヶ月連続の0.3倍台を脱したものの全国と比較すると厳しい状況が続いています。特に、新規学卒者を含め若年層や女性の就職が厳しい状況となっています。昨年から大きな問題となっている新規学卒者の就職内定も10月末現在、高校生では37.1％に止まっており、大学卒業者では、北海道・東北圏で内定55.6％(９月末現在)と昨年を下回っています。
（６）道内自治体の情勢について

　道内自治体の状況は、三位一体改革後の最悪の財政事情をからは抜け出しつつあるものの、決して好転している状況とはいえず、依然として厳しい状況には変わりはありません。財政規模の縮小が続き、最大であった99年度決算から比較し、歳入・歳出とも約20％の減額となっています。2010年度はリーマンショックによる空前の財源不足に見舞われましたが、ガソリン税等の暫定税率の存続が幸いし、地方交付税の増額と臨時財政対策債（赤字地方債）の大増発で、辛うじて収支バランスのとれた地財計画となりました。しかし、2011年度に向けては、財務省方針時が地方交付税の1.5兆円の別枠加算措置について廃止するという方針が示されており、新たな情勢を受け、決して楽観視できる状況ではないことを踏まえる必要があります。
（７）定年年齢の段階的延長について、人事院意見の申出が遅れる見込み
　定年年齢の延長に向けた議論は、2010人事院報告において骨格が示され、2010年内に意見の申出がなされる予定でしたが、さらに検討を深める事項があるとして、職員団体や各省庁間との協議が継続され、2010年内の意見の申出は、見送られました。人事院の姿勢としては定年延長で雇用と年金を接続するとの姿勢には変化はありませんが、年度内には意見の申出を行うよう公務員連絡会は求めてきています。
（８）道本部賃金要求アンケート結果

①　道本部は今年も春闘アンケートを実施しました。生活の変化について「非常に苦しくなった」が19.9％で、昨年（21.6％）に比べ若干下がっていますが、「苦しくなった」を合わせると62.8％（昨年68.3％）に達していること、また、「変わらない」が30％を超えていることを踏まえれば、生活実感は「苦しい」という現実から抜けきれないことを推測できる結果となっています。今年の賃金要求額（速報値）は、昨年より56円引き上がり、10,514円（昨年10,458円）でしたが、６割以上の組合員が生活苦を訴える実態から、現在の生活を改善まではいかなくとも維持するために、最低限の要求額であると考えられます。

②　2011春闘の取り組むべき課題については、「賃上げ要求のたたかい」「人員確保の取り組み」が６割近くの組合員が求めています。他に「独自削減に対する取り組み」「社会保障制度の取り組み」が昨年同様に上位を占めました。さらに、「育児・介護など両立支援の取り組み」について、昨年を３％程度上回り、３割を超えたことが特徴としてあげられます。

　一方、定年延長に向けた設問を今回新たに作りましたが、４割の組合員が年金が非支給となり家計が成り立たなくなるという声を集約し、今後出される人事院の意見の申出に対して、具体的な対応を進めなくてはなりません。
２　連合および自治労の春闘方針の特徴

（１）連合2011春季生活闘争方針

①　連合は、12月２日第59回中央委員会を開催し、2011春季生活闘争方針を決定しました。このなかで、連合は、2011春闘を「『すべての労働者の処遇改善』にむけた２年目のたたかいと位置付け、配分を求め、より社会性を追求した運動を展開し、デフレからの脱却をはかり、労働者への配分の歪みの是正、個人消費を喚起、経済の活性化を図っていく」としました。そして、ア）すべての労働者のために１％を目安に配分を求め、中期的に労働者側への配分を1997年水準まで戻すよう取り組む。イ）５つの共闘連絡会議を中心に、構成組織・地方連合会などによる重層的な共闘体制を構築し、要求実現をめざす等を基本的な考え方に据えました。
	連合５つの共闘連絡会議

ⅰ）金属共闘、ⅱ）化学・食品製造等共闘、ⅲ）流通・サービス金融共闘、ⅳ）インフラ・公益共闘、
ⅴ）交通・運輸共闘


②　また、連合北海道は、非正規労働者の処遇改善に向け、全ての産別や地域が連携を強め一体となって取り組むとし、「総合生活改善闘争」の旗を掲げ、産別・企業内に止まらず、未組織労働者や地域住民を巻き込んだ取り組みへと発展させると方針化しています。また、2011春の統一自治体選挙闘争とも連動させ、デフレ循環からの脱却、経済・雇用の閉塞感打破、「希望と安心の社会づくり」に全力をあげ、特に、「新規学卒者・非正規労働者に関わる社会的キャンペーン行動」や格差是正(季節労働者・非正規労働者の処遇・待遇改善)に向けた取り組みを重点化し取り組むこととしています。
（２）自治労2011春闘方針
①　自治労本部は2011春闘方針について、人事院勧告制度の廃止を見据え、春闘を１年の賃金・労働条件闘争のスタートとしてあらためて位置付けています。そして、民間賃金闘争と歩調をあわせて、人員確保や職場環境の改善要求も含めた賃金の相場形成に積極的に参加していくという春闘の意義を確認し取り組むこととしています。
②　具体的には、ア）「要求－交渉－妥結」のサイクルの確立と協約締結権の回復を見据えた妥結結果の書面化の推進、イ）臨時・非常勤職員の抜本的な処遇改善の取り組み、ウ）地域社会を支える公共サービスの質と公正労働基準の確保を2011春闘で取り組む三本柱として定め、特にそれぞれの課題について方針の具体化を行っています。また、この三本柱について、十分な組織討議を実施し、方針化を行うとしています。
③　特に書面締結については、2010年度に初めて非現業を含む全体で方針化しましたが、非常に不十分な結果となったことを総括し、労働協約締結権の意義を再確認するとともに、協約締結権回復後の労使関係を想定して、労使合意事項を労働協約や書面協定の締結を進める重要性を訴えています。また、臨時・非常勤職員の処遇改善の考え方として、60万人にも増えた実態（全国）を踏まえ、その対策の不十分さを総括しながら、行政に携わる正規職員が自らの視点で事務事業の見直しや正規職員給与の配分を検討し、その結果の財源を確保することにより臨時・非常勤職員の処遇改善の具体策を検討するとしています。さらに、地域社会を支える公共サービスの質と公正労働基準の確保においては、公共サービス基本法の活用とディーセントワークの確立、入札改革・公契約条例制定などによる厚生労働基準の確保などの運動に取り組むこととしています。
	ディーセント・ワーク（英語: Decent work、働きがいのある人間らしい仕事）は1999年に国際労働機関（ILO）総会において21世紀のILOの目標として提案され支持された。英語のdecentは「きちんとした」「まともな」「適正な」といった意味がある。


④　2011春闘の全体的なスケジュールについては、連合・公務労協の統一行動に積極的に参加し、自治労としては、２月に要求書の提出を行い、民間大手組合の山場が３月第●週に予定されることから、３月11日を対自治体統一行動（29分時間内くい込み集会）とし、現行賃金水準の維持・改善や臨時・非常勤職員の処遇改善の実現を求め、要求書提出、スト批准投票の実施など職場や地域から運動の展開をはかるとしています。
３　たたかいの基本

　以上の連合・自治労本部方針を基本とし、北海道段階における地域的な事情をふまえながら、協約締結権回復を見据えた要求書の提出と交渉の実施、そして労使確認事項の書面化（労働協約若しくは書面協定）を重視して取り組み、2011春闘の組織化をめざします。
（１）基本的には、連合の2011春季生活闘争、自治労2011春闘に結集し、雇用を守り生活改善に向けた基本賃金の引き上げを重点にしてすべての地本・単組が全力をあげることとし、自治労の春闘方針策定にあたっては、方針の補強と意見反映をおこないます。また、「春闘で取り組む三本柱」については、十分な組織議論を行い、次期機関会議において改めて方針化します。
（２）連合北海道、連合地協、地区連合に結集し、地域春闘への参加と他産別、地場中小組合との交流・連帯活動を強めます。

（３）交付税削減反対・地方財政確立、質の高い公共サービス実現指標とした制度政策闘争を展開します。

（４）自治体財政の確立に向けては、連合北海道、地方財政確立道民会議等と連携の元で道民運動を巻き起こしながら、安定的な自治体財政の確立をめざします。

（５）春闘期を出発点として、男女平等産別統一闘争を推進します。

（６）すべての地本・単組・総支部は春闘期における行動計画（１地本・単組・総支部１企画）を立て、春闘諸行動への組合員参加・組織強化を追求します。

（７）知事選挙を頂点とした第17回統一自治体選挙闘争と2011春闘の取り組みと連動させて、闘争体制を確立します。
４　たたかいの展開

（１）まず、各地本・単組は道本部2011国民春闘方針案の討議を行い、討論集会の開催、春闘方針及び要求書の作成など闘争体制の確立をはかります。

（２）そして、全単組が必ず要求書を提出し、当局交渉を行なうこと、そして労使確認事項については、書面にて確認を行う行為を重視します（労働協約若しくは書面協定）。各単組は重点課題の取り組みにむけ、職場討議を行いながら、２月14日（月）～21日（月）の間に要求書を提出し、集中提出日を２月18日（金）とします。
（３）全国的な春闘の諸行動と連動して、各単組は、生活を維持・向上させる賃金水準の確保と労働条件改善、地域公共サービスの質の向上と公正労働の実現への決意を示すストライキ批准投票を実施します。
（４）全単組・総支部においては、自治労の対自治体統一行動に結集するために３月11日(金)29分時間内くい込み集会を配置し、３月１日～10日までを重点交渉期間と位置づけます。また、統一行動指標を掲げながら、春闘要求の前進に向け交渉を実施します。

（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の諸集会・統一行動に職場集会を開催するなど積極的に参加し、また、連合北海道の設定する決戦ゾーンに連帯し、４月一杯まで地域における交流・支援体制を継続します。　

５　たたかいの要求と課題

（１）生活の維持・改善をはかる賃金水準・制度の実現をめざします。

①　賃金要求については、道本部のアンケート結果（平均10,514円）を踏まえ自治労本部に意見反映し、最終的には１月27～28日開催の自治労第139中央委員会の決定を踏まえて、２月２日の道本部第113回中央委員会で決定します。

②　自治体財政を理由とした給与等の独自削減に対しては原則反対しながら、昇格・昇給基準の改善及び自治体間・職種間、中途採用者の賃金格差の解消を求めます（道本部統一要求「賃金関係」参照）。

③　その他、2010賃金確定闘争の継続課題（積み残し課題）の解決をはかります。

＜参考＞　自治体労働者の実在者賃金（給料月額＝基本給、金額は中央値）

	
	行 政 職
	現業(技能労務)職
	看 護 職
	保 育 職

	30歳給料月額
	230,769円
	220,080円
	247,529円
	230,740円

	35歳給料月額
	281,500円
	254,120円
	279,640円
	277,560円

	40歳給料月額
	331,550円
	287,100円
	319,980円
	321,980円


　　（「2009年度自治労賃金実態調査結果報告書」（自治労賃金資料2009年９月30日 №184）から）
（２）臨時・非常勤等職員・公共サービス民間労働者の格差是正、自治体最賃を制度化します。特に臨時・非常勤職員については、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、08年８月の人事院の指針に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。その際の要求基準は、月給●●●●（国公行(一)１級13号俸）以上とし、あわせて日給●●●●（／20日）以上、時給●●●（／155時間）以上とします。なお、公共サービス民間労働者で賃金カーブの算定ができない単組は、連合北海道の「賃金カーブ確保相当目安4,500円＋賃金改善分１％以上」を目安に取り組みます。
　また、公務員連絡会地公部会が提起している「臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正を求める署名」に全力をあげて取り組みます。
（３）技能労務（現業）職員の賃金については、総務省から適正化（引下げ）に向けた強力な指導が行われていますので、現行水準の維持を目標に交渉を強化します。

（４）委託契約労働者の賃金労働条件改善、公契約条例の制定をめざします。

（５）所定勤務時間を人勧どおり短縮していない自治体は短縮を求めるとともに、不払い残業一掃、各種休暇制度の新設・充実をはかります。

（６）真の「三位一体改革」実現・地方交付税の削減に反対するとともに、自治体財政健全化法の適用にあたって、労働条件の引き下げ等が検討される場合、十分な労使協議を求めていきます。

（７）高卒初任給については、月給●●●●円（国公行（一）１級13号給に●％の賃金改善を加えた額）以上とします。

（８）男女平等の職場づくりに向け、男女平等産別統一闘争を推進します。（別途、男女平等産別統一闘争の項参照）

（９）対道人事委員会に対しては地公三者共闘に結集して、春闘段階から2011年人事委員会勧告にむけた対応を重視し、給与水準の改善や比較企業規模問題等の課題の解決を求める取り組みを行います。また、給与勧告にむけた基本姿勢に関わる要求書を人事委員会に提出し、交渉を行います。さらに、人事院北海道事務局に対しては、連合北海道公務公共サービス労働組合協議会（北海道公務労協）に結集を強め、国家公務員の各組合と連携し、給与勧告に向けた基本姿勢に係る要求書を提出します。

（10）春闘期における組織強化・拡大に全力をあげます。
（11）定年年齢の段階的引き上げに向け、年度内の意見の申し出がなされるよう人事院へ要請します。また、具体的な制度内容について、十分な協議を求めます。

６　具体的な取り組み

（１）道本部の取り組み

　①　ストライキ批准投票

　批准投票は、年間を通じて１波につき２時間を上限としたストライキを含む闘争指令権を中央闘争委員会へ委譲することについて、全組合員の承認を求めるものです。また、争議権が否定されている公務員組合の春闘をたたかう意思表明となるものです。
　ストライキ批准投票については、ここ数年批准率が全国平均を下回っていますが、賛成率はここ数年上昇傾向にあることから、その要因は投票率の低下によるものと考えられます。従って、批准投票などの意義をしっかりと提起しながら、投票率を引き上げる取り組みを行います。

○　期　　間　　　　　　　　２月14日（月）～２月21日（月）

○　地本報告　　　　　　　　２月21日（月）

○　道本部集約・中央報告　　２月22日（火）
＜参考－05～10春闘スト批准率の推移＞

	
	2005年度
	2006年度
	2007年度
	2008年度
	2009年度
	2010年度

	実施単組／全単組
	227／240
	217／238
	209／228
	191／226
	199／216
	199／219

	道内投票数
	54,303
	53,148
	50,108
	47,168
	46,656
	44,621

	道内投票率
	80.91％
	80.68％
	79.60％
	79.41％
	80.15％
	78.74％

	道内賛成率
	87.59％
	88.27％
	88.50％
	88.34％
	89.14％
	89.52％

	道内批准率
	70.86％
	71.21％
	70.45％
	70.14％
	71.45％
	70.49％

	（全国批准率）
	（69.92％）
	（70.00％）
	（69.84％）
	（71.41％）
	（71.79％）
	（72.33％）


②　要求書の提出・回答・交渉

　要求書提出、回答、自治体闘争の山場のスケジュールについては、十分な取り組み期間を確保するために、要求書提出のゾーンを設定します。なお、産別統一闘争に結集する視点から集中提出日を定めることとします。
　統一要求書の内容は別記１（自治体単組用）とします。また、公共民間単組は別記２の内容を参考に要求書を作成してください。
○　要求書の一斉提出　　　　２月14日（月）～２月21日（月）
　集中提出日　　　　　　　２月18日（金）

※　要求書は中央委員会において方針確認後、２月上旬単組着で発送（可能な限り、要求書の解説、批准投票用紙も同梱）。
○　回答指定日　　　　　　　２月28日（金）

※　上記の提出ゾーンに提出できない場合は２月一杯を目途に提出することとします。道本部は北海道、市長会、町村会へ統一要求書を提出するとともに、連合北海道・公務労協に結集し、人事院北海道事務局への要求書提出、交渉を実施します。

③　道本部全単組・春闘オルグの実施

　道本部は、地方本部と合同で情勢報告や行動計画の点検など全単組オルグを実施します。

　期　　間　　２月７日（月）～批准投票最終日（２月21日）まで（詳細は別途）

　④　情宣活動の強化

　全組合員配布の「批准投票用紙」（リーフ兼用）や「じちろう」特集号を活用し、職場討議を進めます。また、春闘期を活用した地本毎の教宣学校の実施等も視野に入れながら、情宣活動を強めます。さらに、北海道における公共サービス課題をアピールするため、住民教宣ビラ配布を検討します。
（２）地本・単組の取り組み

①　闘争方針・闘争体制の確立

　各地本・単組は闘争委員会を設置し、「１地本・単組１企画」を含む、春闘方針を確立します。

②　ストライキ批准投票の取り組み

　前述のストライキ批准投票について、ここ数年批准率が全国平均を下回っていますので、今年については、最低でも全国平均を上回るよう、戦術配置の意義など提起しながら、圧倒的な成功をめざします。

③　要求書の提出と交渉の配置、労使合意事項の書面での確認
　道本部作成の「統一要求書」を当局に提出し、対自治体闘争の重点交渉期間に交渉を配置します（別記１）。また、各地本は支庁、管内町村会にも要求書を提出します。その場合の要求書の内容は重点要求書として整理し直し、別途、示します。
　特に労使合意事項については、書面にて確認行為を行い、労働協約若しくは書面協定として整理することを追求します。なお、具体的な取り組みの手法等について、別途、提起します。
④　地本別春闘討論集会、単組学習会・職場オルグ等の実施

　各地本は道本部と連携して2011春闘オルグ等を実施するとともに、山場に向けて総決起集会などを開催し、たたかいの意思統一をはかります。また、各単組も、春闘方針の職場討議、要求や課題の周知をはかるため、職場学習会・職場集会を開催します。

（３）公共民間労組の取り組み

①　公共民間単組においては、賃金労働条件が春闘段階で決着する単組と秋闘段階で決着する単組に大きく区分されますが、秋闘段階で決着する単組においても、春闘期における要求書の提出、交渉の実施、協約の締結という運動を重視し、別記２の要求項目に基づき、要求書を作成し、取り組むこととします。

②　公共民間単組と自治体単組で連携がとれる場合は十分な連携の元で要求書の提出や交渉の実施などを追求します。
（４）対自治体闘争ゾーンの取り組み

①　具体的戦術

２月14日（月）～21日（月）　　　　要求書提出
２月18日（金）　　　　　　　　　　要求書集中提出日

２月14日（月）～３月末　　　　　　組合旗掲揚、（リストバンド着用）

２月28日（月）　　　　　　　　　　回答指定日

３月１日（火）～３月10日（木）　　重点交渉期間、
３月８日（火）～３月11日（金）　　腕章着用

３月11日（金）　　　　　　　　　　29分時間内くい込み集会

超勤拒否、出張拒否

②　自治労全国統一行動指標（参考）

	2011春闘「対自治体３・11全国統一行動指標（案）」

①　生活向上のために賃金水準の維持・改善に努めること

②　臨時・非常勤等職員の処遇改善に努めること

③　公共サービス基本条例・公契約条例・入札制度改革など公共サービス基本法にのっとった施策を推進すること
④　男女平等社会実現を踏まえたワーク・ライフ・バランスの具体化をはかること


③　道本部の行動指標は、上記「要求と課題」（１）～（３）とし、最低獲得目標（妥決基準）は別途提起します。

＜対自治体交渉獲得目標＞
【共通課題】
ア）賃金・労働条件の変更は事前協議事項とし、労使合意を前提
イ）現行賃金水準を維持し、生活実態の認識及び賃金要求額に見合った賃金改善の確認（最低限、現行賃金体系の維持・改善）
ウ）臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善の確認（勤務時間比例による正規職員と同様の賃金・労働条件の改善）
エ）自治体関連民間労働者・公社・事業団労働者の賃金・労働条件を公務員並とすることの自治体としての指導方向明示、委託費、補助金等の引上げ方向確約
オ）全員５級水準以上への賃金改善、現業格差賃金解消の基本姿勢の明示と具体的協議の方向確約
カ）直営堅持・事前協議制の確立および欠員の完全補充
キ）不払い残業の撲滅・超勤手当の予算確保

ク）両立支援関係の法律及び人事院規則改正にともなう、条例・規則等の整備・改正
【単組選択課題】
ケ）独自削減を含むすべての賃金合理化は提案させないことを基本に、それらの圧縮・緩和
コ）人事評価制度導入は労使交渉事項であることの確認

サ）時間外勤務手当の割増率や単価計算方式の最低労基法基準への改善
シ）高齢再任用制度の労使協議会設置と制度の円滑な実施と合わせて定年延長を展望した労使協議の開始
ス）自治体独自の公務災害見舞金(法定外)制度の新設と拡充の方向明示
セ）諸休暇制度の改善、新勤務時間・休暇制度の導入の十分な労使協議に基づく国を上回る改善
ソ）自治体および自治体関連民間職場からの労基法・パート労働法違反や社会保険・労働保険の有資格未加入者等の法違反一掃。そのため、社協や委託先清掃等の関連職場の労働条件を自治体として把握し、法違反には是正指導を行うこと。
タ）公益法人等への職員の派遣については、本人の不利益とならない内容で条例化すること
チ）任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とすること
ツ）民間の育児休業・介護休暇の改正、及び国家公務員の制度改正を踏まえ、条例の改正を行うこと
テ）育児のための短時間勤務制度について

ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること

ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。

ト）家族看護休暇の新設、最低、子の看護休暇を制度化すること
（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の取り組み

①　連合・公務労協

　連合2011春季生活闘争・闘争宣言集会　２月●日（●）

　連合・パート等均等待遇の実現集会　２月●●日（●）

　連合総決起集会　　　　　　　　　　３月●日（●）（民間山場前段）

②　連合北海道

　北海道ブロック討論集会　　●月●日（●）

　2011春季生活闘争総決起集会　３月10日（木）（場所未定）
③　公務員連絡会の対政府統一行動

　第１次全国統一行動日　２月●日（要求書提出の翌日）

　第２次全国統一行動日　３月●日（中央行動日に連動して）

　第３次全国統一行動日　３月●日（下旬）（回答日翌日に政府・人事院回答内容報告・確認）

※　全単組において、公務員連絡会の設定する全国統一行動日に時間外職場集会を実施し、情勢など、組合員への周知等取り組むこととします。

７　道本部としての方針論議のスケジュール

　2010年12月15日（水）～16日（木）　　自治労本部春闘討論集会

　2011年01月07日（金）～08日（土）　　道本部春闘討論集会

　　　　01月25日（火）　　　　　　　　道本部拡大闘争委員会

　　　　01月27日（木）～28日（金）　　自治労第141回中央委員会（自治労春闘方針決定）

　　　　02月02日（水）　　　　 　　　 道本部第113回中央委員会（道本部方針確定）
 別記１ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自治体単組用）
	2011年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書

　
１　基本賃金・諸手当等

（１）賃金合理化反対、基本賃金等の引き上げ
①　現行賃金水準を維持・改善すること。

②　自治体労働者の賃金を平均●●●●円（●％）引き上げること。なお、実施は４月１日とすること。
③　自治体（関係）労働者の最低賃金を月額●●●●円（国公８号上位＝１級13号俸、日額●●●●円、時間給●●●円)以上とすること。

④　財政を理由とした独自の基本賃金等の削減及び一切の賃金合理化をしないこと。

（２）給料表・初任給等の改善

①　給料表は７級以上とし、医療職(二)、(三)表など他の給料表使用の場合もこれと同一水準で取り扱うこと。

②　号俸は、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。

②　中途採用者の初任給決定にあっては、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすることとし、職員を対象にした在職者調整を行うこと。
③　年齢別最低保障賃金制度を確立すること。最低保障水準を標準入職者の９割以上とすること。

④　給料の調整額は、支給対象職種の拡大、調整数の改善を行うこと。
（３）格差解消、昇格・昇給基準等の改善
①　賃金水準の改善にあたっては、国公行政職(一)表水準で最低次の年齢別ポイント級号俸とすること。

18歳1－13（149,800円）、22歳1－29（178,800円）、30歳3-13（244,900円）

35歳3－42（299,100円）、40歳4－45（352,000円）

②　級別の格付け基準など昇格・昇級基準を短縮・改善することとし、最低非役付職員の国公行政職(一)表５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級４年、３級在級４年、４級在級２年）。また、医療職(二)、(三)表など他の給料表も同一水準以上で取り扱うこと。

③　現業・非現業の昇格・昇給基準の差別を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政（二）表は導入しないこと。また、初任給格付け及び昇級・昇格差別を廃止し、すべて、非現業と同一取り扱いとすること。

④　昇給延伸者に対する完全復元ならびに実損回復措置を講ずること。

	⑤　４号俸を超える昇給原資を確保し、公平・公正に実施すること。

（４）給与構造改革などにかかる要求

①　給与水準の引き下げや昇級号俸の抑制の段階的回復を行うこと。

②　年齢による昇給停止や昇級抑制は行わないこと。特に50歳代後半層職員に限定した給与の減額措置は行わないこと。

　③　現給保障措置を継続すること。

（５）諸手当等の改善
①　扶養手当については、血族要件を廃止するとともに、支給額、支給方法を改善すること。
②　住居手当は、支給範囲を拡大し、借家・借間についての改善を行うこと。また、自宅所有者については、定住促進のため措置されてきた経過を踏まえ、今までどおり支給すること。

③　通勤手当は全額実費支給とし、非課税とすること。また、交通用具使用者の手当を実態に見合った額に改善すること。

④　下肢障害者のためマイカー通勤をしている者については、必要経費を完全に保障すること。
⑤　離島など生活の不便な地域に勤務する職員に対し、特地勤務手当を支給すること。
⑥　時間外勤務手当はl00分の150(深夜100分の200)、休日勤務手当はl00分の200とし、夜間勤務手当は100分の50に支給率の改善をはかること。最低でも、労基法改正に伴う水準以上（月60時間を超える部分は100分の150）とすること。また、時間外勤務手当月60時間超の法定休日の取り扱いについては、国と同様に算定時間に含めること。

⑦　宿日直を廃止すること。当面、その回数を減らすとともに宿日直手当を大幅に増額すること。
⑧　管理職員特別手当は一部特定職員のみの優遇措置であり、この手当は制度化及び運用しないこと。
⑨　寒冷地手当については増額すること。また、非課税とすること。

⑩　一時金は期末手当に一本化し、民間の支給実績にあわせて、現行水準を維持・改善すること。
（６）退職手当の改善について
①　退職手当及び退職時特別昇給は、現行水準を維持すること。
②　定年前退職者については、協約退職（個別勧奨）制度を確立し、退職時特別昇給の実施・拡大など退職条件の改善をはかること。
２　自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善
（１）臨時・非常動・嘱託・パート職員等
①　恒常的な業務に従事する臨時・非常勤・嘱託・パート職員等については、ただちに正規職員とすること。
②　臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の雇用は、労使交渉に基づく協約・協定の内容を踏まえ、当該労働者に賃金、労働時間を明示し労働契約を締結すること。

③　パート労働法の趣旨を地方公務員臨時非常勤職員へ適用するとともに、非常勤職員の諸手当支給制限の撤廃（地方自治法203条の２の改正）に向け、国に働きかけること。当面して、国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に、以下の点について早急に改善すること。

ア）基本賃金の大幅引上げ（最低でも正規職員の８割）と、年齢や経験年数に応じた初任給

	格付け、定期的昇給制度の確立。
イ）期末手当（６月、12月）の正規職員並み完全支給
ウ）寒冷地手当の正規職員並み完全支給。
エ）その他諸手当の支給・制度化、とりわけ最低でも通勤手当は雇用形態を問わず完全支給すること。
オ）諸休暇制度の確立、とりわけ、年次有給休暇制度の採用１年目からの公務員並み確立（最低でも労基法基準の６月継続勤務で10日）と週休２日制の実施。
カ）退職手当の制度化・支給。
キ）社会保険、雇用保険、労災保険への加入。
（２）社会福祉協議会職員及び介護労働者等の処遇改善

①　社会福祉協議会職員の賃金・労働条件を自治体職員並に改善すること。

②　そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。

③　介護報酬改定・介護職員処遇改善交付金による、介護労働者の処遇改善をすること。
（３）委託先民間労働者等

①　「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

②　業務委託に関する入札にあっては、入札価格において人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。

③　最低でも委託先民間職場から労働基準法・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート法）違反や、労働保険・社会保険の有資格未加入といった法違反を一掃すること。そのため、自治体として委託先民間職場の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。

④　委託料の積算について、委託先民間労働者の賃金引き上げを自治体職員と同様にすること。また、委託契約にあっては、賃金・労働条件を明確にし、自治体職員との格差をなくすこと。

⑤　委託清掃職場から労働災害を一掃するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日付け基発第123号）の徹底をはかること。
３　新たな人事評価制度関係

（１）新たな人事評価制度は、国の試行実施状況を見極め、拙速に導入しないことし、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすること。

（２）新たな人事評価制度は賃金諸制度と直結しないこと。
４　労働時間・休暇等の改善
（１）労働時間の短縮

①　所定勤務時間を人勧どおり短縮していない自治体は2011年４月より短縮すること。同時に勤務時間をはじめ給与等関係する条例・規則等の改正を行うこと。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替制勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

	②　時間外勤務の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。また、年間の総労働時間1800時間体制確立に向け実効ある施策を講じること。

③　労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定）を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること。

④　時間外労働の縮減のため、毎週１回（水曜日を基本）のノー残業デーの設定をはじめ、定時退庁の促進を徹底すること。

⑤　育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日出勤を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。
（２）休暇制度等の改善
①　年休の完全取得のために実効ある施策を講じること。
②　病院等変則交替制職場の週休２日制の確立のため、必要な人員配置や予算措置など諸条件を整備すること。
③　最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

④　リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇及び骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。特に病気休暇については国の特例措置の廃止に伴った見直しは行わないこと。

⑤　健康障害休暇等の新設を行うこと。

（３）両立支援のための休暇等の新設・充実

①　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

②　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

③　民間の育児・介護休業法の改正、国家公務員の制度改正を踏まえ、以下のとおり改善すること。

ⅰ）３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

ⅱ）子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正すること。また、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。

ⅲ）配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

ⅳ）育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

ⅴ）介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

④　育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

⑤　育児のための短時間勤務制度について

ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること。
ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見な

	して調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。

⑥　介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

⑦　介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。

⑧　男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。

⑨　保育（育児）時間は最低120分とするとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。
⑩　男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果たすための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。

⑪　育児休業及び介護休暇に関わる期間の給与上の取扱いは、全期間勤務したものとみなし、昇給・昇格・一時金・退職手当に関する不利益を解消すること。

⑫　次世代育成支援対策推進法を踏まえ、自治体においては事業主として、両立支援策に関わる「行動計画」の着実な実施をはかること。
５　女性労働者の労働条件等
（１）『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法第13条を遵守し、自治体職員の募集から退職まで一切の男女差別をなくすこと。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職はなくすこと。
（２）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。
①　産前産後休暇を、産前８週間(多胎14週間)、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。
②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。
③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。
④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。
⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものとすること。
⑥　労基法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。
６　労働基本権の確立
（１）下記事項について、政府・国会に対し要請書を提出すること。
①　ＩＬＯ151号条約を即時批准し、「団体交渉による賃金及び労働条件決定制度」を確立すること。このため必要な国内法の整備を行うこと。
②　労働協約締結権を含む団体交渉権の確立および争議権を法律で保障すること。
③　「職員団体のための職員の行為の制限」（役員の専従制限条項）を撤廃すること。
④　消防職員などすべての官公労働者に団結権を保障すること。

（２）組合役員の人事異動にあたっては事前協議制を確立すること。
（３）管理職員の範囲はＩＬＯ87号条約の精神に基づき、不当な拡大を行わないこと。また、団体交渉事項とすること。


	７　組織・機構・定数等
（１）欠員補充・定数拡大・直営堅持

①　欠員不補充、定数削減等を行わず、中長期の新規採用計画策定すること。

②　事務・事業(仕事量)の拡大に見合う、必要な人員を確保すること。特に、ホームヘルパー等介護職員、看護師等看護職員の確保と大幅増員をはかること。
③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするとともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。

④　自治体の障害者雇用については、98年７月に改正された法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置をはかること。

⑤　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。
⑥　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。

　⑦　公共施設等の管理については、直営を堅持すること。やむを得ず指定管理者制度を検討する場合は、十分な労使協議と合意に基づくこと。また、現行の管理委託制度からの切り替えについても、拙速な切り替えを行わず労使協議を行い、最低限、現在の委託先への切り替えを行うこと。

（２）高齢者再任用・分限・派遣等

①　高齢者再任用制度を早期に条例化し、その内容は、国の制度を下回らないこと。制度実施、運用は労使合意を原則とすること。また、導入にあたっては、在職中の臨時・非常勤等職員の雇用不安につながらないようにすること。

②　今後出される人事院の意見の申出を踏まえ、段階的定年延長について、労働組合と協議を行うこと。

③　自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、上記特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。
④　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに本人の不利益とならない内容で条例化すること。
８　現業職場の労働条件等

（１）現在、直営で行っている現業職場については、引きつづき直営で行うこと。

（２）既に、委託されている職場については、自治体の行政責任としてしっかり管理すること。

①　委託契約における適正な賃金確保のための条例（公契約条例）を制定し、入札（総合評価方式・最低制限価格制度）・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保と義務付けるなどの労働保護対策を展開すること

②　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（脱法行為の学校用務員のシルバー人材センターからの派遣、道路交通法違反の清掃パッカー車における作業員のステップ乗車等）
（３）すべての労働条件（民間委託を含む）については、事前協議（団体交渉）とし、労使双方の合意に基づく労働協約を締結すること。労使の合意に達しないものは、一方的に強行したり、議会提案をしないこと。

	９　労働安全衛生等

（１）労働安全衛生法を遵守するとともに、労働安全衛生委員会を開催すること。また、今年度の開催計画を明らかにすること。

（２）労災補償制度の上積みをはかること。とくに死亡災害については、自賠責なみとすること。

（３）職員の健康管理体制の充実をはかること。特に、受診率の向上と受診後の健康管理、指導・教育などへの方策を行うこと。

（４）セクシャル・ハラスメントやパワーハラスメントをなくすための指針を明確にし、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

（５）過重労働・メンタルヘルス問題に対する具体的な対策を行うこと。


 別記２ 
	2011春闘　公共民間労組要求書（案）

《2011春闘統一重点課題》

１．解雇・雇い止め阻止、自治体責任による雇用継続・保障の確立

２．賃下げ阻止・定期昇給（相当分）の賃上げ確保と賃金表確立、格差是正分の上積み

３．50歳台後半層に限定した給与削減措置の阻止

４．改正パート労働法を活用したパート職員等の均等待遇の実現

５．自治体最低賃金（月額149,800円以上、日額7,490円以上、時間額970円以上）の協約化

　　(注)　月額149,800円は国公行(一)１級13号俸相当額、日給7,490円は月額／20日、時給970円は月額／20日／７時間45分

６．高齢者雇用継続制度の協約化

７．労働基準法改正に対応した時間外割増賃金の引き上げ

８．育児・介護休業法改正の一部改正を踏まえた両立支援策等の改善

９．公正労働基準に基づく自治体入札・契約制度と委託費の改善、公契約条例の制定

10. 指定管理者制度の改善、新公益法人への早期移行の実現

年齢ポイント賃金到達目標（月例給）

①　公共サービス民間事務・技術職標準労働者

　　30歳　252,400円以上、35歳　301,000円以上、40歳　347,100円以上

②　公共サービス民間現業（技能労務）職標準労働者

　　30歳　245,000円以上、35歳　274,800円以上、40歳　304,600円以上

③　公共サービス民間看護職標準労働者

　　30歳　234,700円以上、35歳　285,900円以上、40歳　328,000円以上

④　公共サービス民間福祉職標準労働者

　　30歳　245,400円以上、35歳　270,600円以上、40歳　286,300円以上

　(注１)　2008年自治労公共民間労組の賃金調査に基づく実在者賃金（第３四分位）に連合2011春闘の中小共闘方針である「賃金改善分１％以上」を加算

　(注２)　福祉職標準労働者は、上記に介護報酬３％増加分を含めた金額

(注３)　なお、実情に応じてさらに格差是正をめざす

　

	《2011春闘　雇用主に対する要求》

（基本要求）

１．憲法、労働組合法で保障されている団結権、団体交渉権、労働協約締結権、団体行動権などの労働基本権を侵害する不当労働行為を行わないこと。労働条件の決定・変更にあたっての「事前協議・同意協定」を締結すること。

●　労使が対等な立場で話し合って労働条件を決めることは労基法、労組法の大原則です。そのためのルールが事前協議であり、同意協定です。

●　全組合で獲得できるよう、県本部ぐるみ、民間評全体の取り組みが必要です。

２．雇用確保に努め、解雇、雇い止めを行わないこと。

３．定期昇給を完全に実施するとともに、公務員賃金との格差是正をはかること。定期昇給がない場合は、賃金カーブの維持分　平均4,500円＋賃金改善分１％（連合中小共闘・2011春闘要求目安）の賃上げを行うこと。また、賃金表を確立し、水準引き上げを進めること。

４．50歳台後半層に限定した給与削減措置を行わないこと。

●　2010年人事院勧告において、国家公務員の給与削減で高齢者層に焦点が当てられました。50歳台後半層に限定した削減は、年齢差による賃金差別であり認められません。
５．改正パート労働法に基づき、パート職員等の均等待遇を実現すること。

●　2008年４月１日に施行された改正パート労働法にそって、パート労働者の労働条件の改善をはかるため、次の事項を点検し、要求しましょう。
　ア　パート職員を雇用する場合は、賃金・労働時間など労働条件を明記した「雇い入れ通知書」を交付すること。また、「昇給・昇格の有無」「退職手当の有無」「賞与の有無」を明示すること。

　イ　パート職員を対象にした就業規則を設けること。その際、事業所のパート職員の過半数代表の意見を聴くこと。

　ウ　職務の内容、人材活用の仕組みについて、契約期間が実質的に無期限となっているパート職員に対する差別的取り扱いを禁止すること。その他のパートにも均衡処遇をはかること。

　エ　正規職員と同様の職務を担っているパート職員に対しては、正規職員と同様の教育訓練を実施すること。

　オ　食堂、更衣室、休憩室の福利厚生施設の利用について、正規職員と同様の取り扱いとすること。

カ　パート職員から正規職員への転換を推進するため、次の措置を講ずること。

●　正規職員を募集する場合、その募集内容をすでに雇っているパート職員に周知すること。

●　正規職員のポストを社内公募する場合、すでに雇っているパート職員にも応募する機会を与えること。

●　パート職員が正規職員に転換するための転換制度を導入すること。

６．パートを含む職場のすべての労働者に適用される最低賃金（月額149,800円＜新国公行(一)１級13号俸額、高卒初任給＞、日額7,490円、時間給970円）を確立すること。

●　自治体最低賃金を確立し、臨時・非常勤・パートはもとより、委託のパートにも適用させていかなければ、低賃金を放置することになります。

●　そのために、自治体単組と民間労組は連携を強化して最低賃金の協定化を自治体、受託会

　

	社と結ぶことが必要です。また、そのための予算措置も不可欠です。
７．パート職員の賃金改善のため、最低でも40円／ｈ以上の引き上げを実施すること。

●　パート職員については、連合春闘方針の「正規労働者を上回る賃金の引上げ」をめざすため、最低でも連合パート・有期契約共闘方針（Ａ・Ｂタイプ）時給40円以上の引き上げを要求します。

８．高齢者雇用安定法に基づき、定年を60歳以上に延長し、希望者全員の最低65歳までの雇用継続（再雇用）制度を確立すること。

●　高齢者雇用安定法が改正され、2006年４月から施行されています。各事業所では、段階的に65歳までの定年延長や継続雇用制度を導入していますが、いまだ、雇用継続制度を導入していない事業所もあり、労使交渉で導入を求めます。
９．不払い残業を一掃し、恒常的な超過勤務を縮減することを目的に、労働基準法の改正に対応した時間外勤務手当の割増率の引き上げを行うこと。法定休日（日曜または日曜相当日）についても月60時間を超える超過勤務時間の算定の対象とすること。その際、月60時間を超える超過勤務時間の代替休暇制度については導入しないこと。なお、やむをえず導入する場合には、本人の自由選択制を確保すること。

●　2008年12月労働基準法が改正され、2009年４月より施行され、改正内容は、月45時間を超え60時間までは法定割増率を上回るよう努力義務が課せられ、月60時間を超える超過勤務の割増率については50/100以上とされました。

●　従業員300人以下の中小企業については猶予期間が設けられていますが、国家公務員、地方公務員も、労基法改正を受けて月60時間を超える超過勤務の割増率の引き上げが行われる見通しです。公共民間労組においては、労基法改正を踏まえた超過勤務の割増率の引き上げを要求していく必要があります。

●　また、月60時間を超える超過勤務の割増賃金の支給に代わるものとして、本人同意に基づく代替休暇制度が設けられましたが、時間管理が労使ともに困難であることなどから、代替休暇制度は導入しないことを基本とし、やむをえず導入する場合には本人の自由選択制を確保することが必要です。
10. 育児・介護休業法の一部改正を踏まえ、両立支援策等に関する所要の措置を行うこと。

●　３歳未満の子の育児短時間勤務の制度化、所定外労働の免除の義務化、子の看護休暇制度の拡充、父母ともに育児休業を取得する場合の休業可能期間を子が１歳２ヵ月までに延長（休業期間は１年）、出産後８週間以内の父親の育児休業取得の促進、専業主婦（夫）除外規定の廃止、短期の介護休暇制度の創設など。
11. 自治体事業への入札にあたっては、公正労働基準に基づく積算を行い、ダンピング入札を行わないこと。自治体との契約にあたっては労働基準法をはじめ労働諸法遵守、自治体最低賃金、雇用引き継ぎなど「労働条項」を挿入し、遵守すること。

12. 指定管理者の応募にあたって、事業計画などについて労使協議を行うこと。また、雇用保障協定を締結すること。

●　自治体単組や県本部、組織内議員と連携して、指定管理の選定基準の改革を求めます。

●　自治体が定める指定管理者の選定基準について、委託労働者を含め適正な人件費の積算を

　

	求め、雇用継続義務や公正労働基準遵守を応募要項に盛り込むように、県本部・自治体単組と連携して求めます。

●　また公社・事業団に対する自治体の使用者責任を追及して、自治体・公社・単組で、「雇用保障協定」を締結するように求めます。

　さらに、以下を重点に改革を進めます。

　・施設の特性に応じて、長期間の指定も可能とすること。

　・事業実績に十分留意し、特定の団体を特命指定することが可能であることとすること。
13. 公益法人改革への対応については、すみやかに新公益法人への移行をめざすこと。このための労使協議の場を設けること。

●　公益法人改革関連３法が施行され、従来の財団や社団は、2013年11月末までに、公益社団・財団法人または、一般財団・社団法人に移行します。
●　公益認定をとらない場合、公益財産の支出が求められるだけでなく、公益法人としてのステイタスを失うことになり、同種の事業を展開しようとする他の事業者（ＮＰＯ法人や民間企業など）とまったく対等な競争を強いられる可能性が強くなります。

●　また、これまで受けてきた自治体からの強力な支援も受けにくくなることが想定されます。

（一般要求）

【賃金・諸手当】

14. 必要な一時金の支給月数を確保し、最低限、国の勧告（3.95ヵ月）を下回らないこと。

15. 退職金の改善をはかること。中小企業退職金共済を活用すること。

16. 2009年に改定された介護報酬の増加分を反映させること。

【パート労働関係】

17. パート職員（名称に関わらず短時間の労働者）の雇用保障協定を締結し、更新拒否の雇い止めをしないこと。

18. パート職員の賃金・労働条件について、常勤労働者との均等待遇とすること（通勤手当などの諸手当含む）。賃金については常勤労働者との労働時間に比例したものとし、最低時給は970円以上とすること。

19. 忌引休暇、病気休暇、健康診断については、2009年人事院報告・人事院規則改正を踏まえ、適用範囲の改善をはかること。

20. パート職員について育児休業・介護休業を取得可能とすること。

【人員・休暇・労働時間】

21. 人員を確保し、休暇交替要員を確保すること。

22. 賃下げなしの完全週休２日制、週38時間45分以下、年間1800時間労働を達成すること。

23. 年次有給休暇を初年度20日とし、夏季休暇、年末年始休暇、産前産後休暇、育児休暇、介護休暇、ボランティア休暇制度を確立すること。

【労安・権利・男女平等】

24. 安全衛生委員会の設置、健康診断の実施、労災上積み補償（死亡時3,000万円）を確立すること。

25. 組合事務所・掲示板を認めること。組合活動のための有給休暇制度を確立すること。

26. 地域公共サービスの向上に資する職員研修および人権研修を有給で実施すること。

	27. セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。男女間の賃金格差を解消し、職場での男女平等参画を実現すること。

28. 次世代育成支援対策法に基づき、一般事業主行動計画の策定・見直しを行うこと。

29. 以上の要求について、労使で合意したときは、労働協約として締結すること。

《2011春闘　自治体に対する要求》（自治体単組、公共民間労組共通）
（基本要求）

　公共サービス基本法10条・11条に基づき、自治体の責務を果たすために以下の要求をします。
１. 雇用安定をはかるため、指定管理者の選定、公社・事業団などの統廃合、競争入札などによる委託企業の変更の場合でも、これまで従事してきた労働者の「雇用保障」や「優先雇用」の協定を関係団体、労組間で締結すること。さらに、公共サービスの維持・発展をはかるために、雇用の引き継ぎとともに、賃金、労働条件、勤続年数、労働協約、労働慣行の継続をはかること。

２. 安さを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札にむけ、公正労働、リビングウェイジ（生活できる最低賃金）、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画などを総合評価する公契約基本条例を制定すること。

３. 事業者の入札参加や指定管理者への公募にあたっては、労働基準法、労働組合法、労働安全衛生法、パート労働法、男女雇用機会均等法、育児介護休業法、雇用保険法、社会保険法、就業規則整備などの法令遵守を参加条件とすること。とくに、労働基準法等違反企業や不当労働行為企業を契約から排除すること。

４. 指定管理者の指定にあたっては、施設の特性に応じて、長期間の指定も可能とすること。また、これまでの指定管理者の事業実績に十分留意し、特定の団体を特命指定することが可能であることとすること。

５. 入札や指定管理者の人件費積算にあたっては、公正労働基準を確立するため、ＩＬＯ94号条約（公契約における労働条項）の趣旨を活かし、これまで従事していた職員や同一地域の同様な職種の平均賃金を下回らない積算をし、標準人件費に基づく職種別賃金単価表を整備すること。

　　また、労務提供型請負（業務委託）の入札・落札においても公正労働基準に基づく「最低制限価格制度」「低入札価格調査制度」を導入すること。

６. 仕様書や委託先企業との契約書において、労働諸法（指針を含む）を遵守する旨の公正労働条項を設けること。また、一方的な仕様書の変更など自治体の優越的地位を濫用しないこと。

７. 公益法人改革への対応については、地域住民への影響や当該法人の職員の雇用などを考慮して、新公益法人への移行をはかること。

（一般要求）

８. 公社・事業団、社協、民間委託企業など主として自治体の補助金、委託費などに依存する事業所の労働者に適用される自治体最低賃金（月額149,800円＜国公行(一)１級13号俸相当額＞、日額7,490円、時間給970円）を確立すること。最低制限価格制度を活用して委託費において自治体最低賃金を最低保障するとともに、仕様書、委託契約において明記し、履行を確保すること。

９. 総合評価方式を活かし、ダンピングを防ぐとともに、技術、経験、公正労働基準、リビング

	ウェイジ、雇用引き継ぎ、障害者雇用、男女平等参画などが委託契約に反映されるようにすること。業務の継続性をはかるために、随意契約についても活用すること。

10. 委託担当、委託先への出向・派遣職員に対して、労働諸法などの研修を実施し、遵守するよう指導すること。また、セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

11. 委託企業従業員に対して、地域公共サービスを向上し、業務遂行のための職員研修、安全衛生研修、および人権研修を有給で実施すること。また、職場の安全衛生活動の充実と体制の強化をはかること。

12. 自治体設置の公社、事業団などにおける不払い残業をなくす予算措置を講じること。

13. 介護保険による指定事業所において、労働基準法、労働安全衛生法、パート労働法などの違反がないように、労働基準監督署、労政事務所などと共同で、周知徹底、改善指導、違反摘発を行うこと。また、介護労働者が安心して働き続けられるよう保険者として環境整備をはかること。

14. 委託企業従業員にも、自治体福利厚生制度が利用できるようにすること。
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